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  様式１ 事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合が 20％未満である事業

所に対する目標削減率の緩和措置に係る確認書 
  様式２－１～２ 目標設定型排出量取引制度に係る目標削減率の緩和について 
 

凡例 

青い文字 ： 東京都環境局の「総量削減義務と排出量取引制度における燃料等

に係る原油換算エネルギー使用量に占める電気使用割合が 20％未

満である事業所に対する削減義務率の緩和措置に関するガイドライ

ン」（令和６年９月（第４計画期間版））と異なる部分 
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１  本ガイドラインの目的 

本県では、令和５年３月に改正した埼玉県地球温暖化対策実行計画（第２期）におい

て、２０３０年度における埼玉県の温室効果ガス排出量を２０１３年度比４６％削減す

るという目標を掲げている。 

また、「埼玉県地球温暖化対策推進条例」（平成21年埼玉県条例第９号。）に基づく地

球温暖化対策計画制度において、温室効果ガスを多量に排出する事業者に対して、「地

球温暖化対策計画」の作成・提出等を義務付けている。 

さらに、大規模な事業所における温室効果ガスの削減を進めるため、平成23年度から

目標設定型排出量取引制度（以下「本制度」という。）を導入し、東京都の「総量削減義

務と排出量取引制度」と連携しながら運用を進めている。 

 

本制度においては、埼玉県地球温暖化対策に係る事業活動対策指針（令和７年埼玉県

告示第30号。以下「指針」という。）別表第４に定められた目標削減率について、同表

備考１～５に基づき緩和措置を設けている。 

 

本ガイドラインは、事業所全体のエネルギー使用量のうち電気に係るエネルギー使用

量の占める割合が２０％未満である事業所について、緩和の要件及びその該当の可否を

確認するための手順を記載したものである。 
 
 

２  基本的な考え方 

第４削減計画期間では、大規模事業所（以下「事業所」という。）が報告する目標設

定ガス（エネルギー起源ＣＯ２）排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴う

排出量については、当該事業所が契約する電気事業者等ごとの排出係数（以下「実排出

係数」という。）を用いて算定する。事業所全体のエネルギー使用量に占める電気の使

用割合が低い事業所については、電気の実排出係数低減による目標設定ガス（エネルギ

ー起源ＣＯ２）排出量の削減余地が小さく、電気の使用割合が高い事業所と比べて不利

となる可能性がある。このため、事業所全体のエネルギー使用量に占める電気の使用割

合が「20％未満」である事業所については、指針別表第４備考３に基づき、本制度の第

４削減計画期間に適用される目標削減率を減ずるもの（以下「緩和措置」という。）と

する。 

 

指針 別表第４（令和７年４月１日施行） 

 備考 

３ 大規模事業所のうち、知事が別に定めるところにより、事業所全体のエネルギー
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使用量のうち電気に係るエネルギー使用量の占める割合が知事が別に定める基準を

満たし、かつ当該事業所の設備の電化を進めることが困難である相当な理由がある

と認めたもの（備考１及び２に該当する事業所を除く。）の目標削減率は、この表の

区分に応じ、割合１の欄、割合２の欄、割合３の欄及び割合４の欄に掲げる値から

100 分の３を減じた値とする。 

 

３  適用期間 

本ガイドラインは第４削減計画期間（令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度ま

で）において、適用される。 

 

４  緩和措置の対象となる事業所の要件 

緩和措置の対象となる事業所は、以下の３つの要件を満たす事業所とする。 

① 本ガイドラインの「６  緩和措置の対象となる事業所であることを確認する期

間」で定める基準となる期間において、事業所全体のエネルギー使用量のうち他人

から供給された電気に係るエネルギー使用量の占める割合の平均値が 20％未満であ

る。 

② 第３削減計画期間終了時に大規模事業所に該当していた事業所であり、第３削減

計画期間の期間を通じた削減率（削減期間の始期が令和３年度以降の事業所の場合

は削減期間を通じた削減率とする。）が第４削減計画期間の目標削減率（指針第４

第３備考２の規定により、期間中に目標削減率が変わる場合は平均値とする。）未

満である。「第３削減計画期間の期間を通じた削減率」の算定方法は、次のとおり

である。 

 

第３削減計画期間の期間を通じた削減率 

= 第３削減計画期間の削減量＊の合計 ÷ 第３削減計画期間の基準排出量の合計 

＊削減量 ＝ 基準排出量 －目標設定ガス（エネルギー起源ＣＯ２）排出量の実績 

 

③ 事業所の設備の電化を進めることが困難である相当な理由があると認められる。 

 

なお、事業所の目標削減率の程度については、緩和措置を受ける要件としない。第

４削減計画期間中の目標削減率が 50％又は 48％の事業所に限らず、38％又は 36％、

31％又は 29％、24％又は 22％の事業所も緩和措置を受けることができる。 

また、指針別表第４の備考１又は２の規定に基づき、中小企業等が設置する事業所の

目標削減率の緩和措置が適用される事業所又は医療施設に対する目標削減率の緩和措

置が適用される事業所は、本ガイドラインによる緩和措置の対象にならない。 
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５  緩和措置の程度 

緩和措置の対象となる事業所に対して、本制度の目標削減率から減ずる程度は

「３％」とする。 

 

表１ 目標削減率から減ずる程度 

 電気使用割合 

20%未満の緩和措置 

適用前 

電気使用割合 

20%未満の緩和措置 

適用後 

区分Ⅰ－１の事業所 50％ 

（38％、31％、24％） 

47％ 

（35％、28％、21％） 

区分Ⅰ－２又は区分Ⅱの事業所 48％ 

（36％、29％、22％） 

45％ 

（33％、26％、19％） 

※  緩和措置の対象となる事業所が優良大規模事業所（第４削減計画期間中の目標削

減率を減少する事業所に限る。）に該当する場合は、適用後の目標削減率に対し

て、優良特定地球温暖化対策事業所の緩和率（3/5 又は 4/5）を乗じて当該事業所

の目標削減率を算定する。 

 

６  緩和措置の対象となる事業所であることを確認する期間 

本制度において緩和措置の対象となる事業所であるか（事業所全体のエネルギー使用

量のうち電気に係るエネルギー使用量の占める割合が 20％未満）の確認は、エネルギー

起源ＣＯ２排出量算定資料（以下「算定資料」という。）により確認する。 

確認する期間等については、令和４（2022）年度から令和６（2024）年度の３か年度

（ただし、基準排出量を連続する３か年度分の年間排出量の平均値により算定した場合

であって、排出量が標準的でない年度と判断される年度が存在する場合にあっては、そ

の年度を除く。）の事業所全体のエネルギー使用量のうち他人から供給された電気に係

るエネルギー使用量の占める割合の平均値が 20％未満であることとする。  

 

なお、上記の算定期間で本制度の緩和対象となる事業所の要件を満たさない場合、第

４削減計画期間中の各年度において、事業所全体の規模判定エネルギー使用量＊のうち

電気に係る規模判定エネルギー使用量の占める割合が 20％未満になったとしても、本ガ

イドラインの緩和措置を受けることはできない。 

 

＊規模判定エネルギー使用量とは、燃料（非化石燃料を除く）と他人から供給された熱

及び電気の使用量を原油換算したエネルギー使用量のことであり、第３計画期間まで

に原油換算エネルギーとして算定されていたエネルギー使用量と同じものである。 
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７  緩和措置を受けるための手続 

 (1) 提出書類 
緩和措置を受ける事業所の設置者は、次のア及びイを提出すること。 
なお、第３削減計画期間に係る削減期間全ての目標設定ガス（エネルギー起源ＣＯ

２）排出量の検証を受検した上で提出すること。また、イの添付書類は既存の資料のコ

ピー等の添付でも可とする。 
 

ア 事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合が 20％未満である事業所

に対する目標削減率の緩和措置に係る確認書（様式１。以下「確認書」という。） 
 
イ 添付書類  

設備の電化が困難な理由及び設備更新計画等の概要を補足する次の資料を添付

すること。  
(ｱ) 設備の電化が困難であることがわかる資料（設備機器台帳、設備フロー図、設備

の利用状況が確認できる資料等） 
(ｲ) 設備更新計画等の内容がわかる資料（電化率の向上に向けた計画がある場合はそ

の内容を含む） 
 

(2) 提出時期  
令和８（2026）年３月末までに確認書等を提出する。   

  
(3) 埼玉県からの通知  

埼玉県は、提出された確認書により緩和措置の要件を満たすか確認し、当該事業所

へ確認結果を通知する（様式２－１）。 
 
  （緩和措置の要件を満たさなくなった場合）  

緩和措置の適用を受けた以降に、目標設定ガス（エネルギー起源ＣＯ２）排出量につ

いて、提出した確認書の内容に変更が生じ、埼玉県が緩和措置の要件を満たしていない

ことをと認めた場合、当該事業者に対して、その旨を通知する（様式２－２）。 
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表２ 手続の流れ 

年度等 
第３削減計画期間 第４削減計画期間 

令和６（2024）年度 令和７（2025）年度 
令和８（2026）年度～ 
令和 11（2029）年度 

提出 
時期 

令和４～６年度の電気使

用割合により緩和措置の

対象となる事業所に該当 

３月末までに

確認書を提出 

以降、確認書の提出は不要 

 

 

８  確認書（様式１）の記載方法 

 確認書は、次のとおり記載する。 
 

・ 「事業所番号」及び「大規模事業所の名称」欄  

   事業所番号及び大規模事業所の名称は、地球温暖化対策計画・実施状況報告書（以下

「温対計画書」という。）及び算定資料と同様に記載する。  

  

・ 「１ 緩和措置の要件確認」 

「（１）事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合」各欄  

令和４（2022）年度から令和６（2024）年度の算定資料の「７ 燃料等使用量及び

エネルギー起源ＣＯ２排出量（自動計算）」を基に作成する。また、基準排出量を連続

する３か年度分の年間排出量の平均値により算定した場合であって、排出量が標準的

でないと知事が認める年度が存在する場合は、その年度を選択する。 

事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用の割合が「20％未満」であること

を確認すること。  

 

「（２）第３削減計画期間の期間を通じた削減率が第４削減計画期間の目標削減率未

満」各欄 

温対計画書及び算定資料を基に作成する。 

第３削減計画期間の期間を通じた削減率が第４削減計画期間の目標削減率未満であ

ることを確認すること。 

 

・ 「２ 設備の電化が困難な理由及び設備更新計画等の概要」  

設備の電化が困難な理由及び今後の設備更新計画等の概要について記載する。設備

更新計画については、第４削減計画期間終了後の計画を含んでいても問題ない。  

→県通知 
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・ 「３ 添付する書類」欄  

設備の電化が困難な理由及び今後の設備更新計画等の概要を補足する添付書類の名

称等を記載する。 
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様式１

　（宛先）
埼玉県知事

提出者　住所 

名称 

　個人事業者にあっては、住所及び氏名

　下記の事業所について、第４削減計画期間の目標削減率の緩和措置を受けたいので、「緩和対象

※整理番号

日本産業規格Ａ列４番

注　１　複数の大規模事業所を設置している場合は、事業所ごとに作成すること。

事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合が
20％未満である事業所に対する目標削減率の緩和措置に係る確認書

年　　月　　日

連 絡 先

となる事業所について」を添付して申し出ます。

事 業 所 番 号

E-mail ア ド レ ス

年 月 日

代表者職・氏名 

　　２　※印の欄には、記載しないこと。

所属事業者名

郵 便 番 号

所 在 地

所 属 部 署

担 当 者 職 名

担 当 者 名

電 話 番 号

FAX 番 号

※備　　　考

大 規 模 事 業 所 の 名 称

※ 受 付 年 月 日
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（別添１）

（１）事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割合

（２）第３削減計画期間の期間を通じた削減率が第４削減計画期間の目標削減率未満

（日本産業規格Ａ列４番）

緩和対象となる事業所について
事業所番号

1　緩和措置の要件確認

要 件 確 認 の 年 度 年度 年度

排 出 量 が 標 準 的
で な い 年 度

年度令和 4 令和 5 令和 6

kL

kL

事 業 所 全 体 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 量

kL kL

kL kL
他人から供給された
電 気 に 係 る
エ ネ ル ギ ー 使 用 量

事 業 所 全 体 の
エネルギー使用量に
占める電気使用割合

％ ％ ％

％

２　設備の電化が困難な理由及び設備更新計画等の概要

設 備 の 電 化 が
困 難 な 理 由

設 備 更 新 計 画 等
の 概 要

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度第３削減計画期間

t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2基 準 排 出 量

△別紙（ ）のとおり

３　添付する書類

△別紙（ ）のとおり

△別紙（ ）のとおり

第４削減計画期間
の 目 標 削 減 率

％

第４削減計画期間 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

t-CO2

第３削減計画期間
の 期 間 を 通 じ た
削 減 率

％

t-CO2 t-CO2
目 標 設 定 ガ ス
排 出 量

t-CO2 t-CO2

令和１１年度

％ ％ ％ ％ ％
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様式２－１

埼玉県環境部温暖化対策課長

日本産業規格Ａ列４番

緩 和 適 用 の 可 否

年 月 日

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

温 対 第 号

　　　年　　月　　日付けで提出された事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用
割合が20％未満である事業所に対する目標削減率の緩和措置に係る確認書を審査した結
果、緩和適用の可否について、下記のとおりとなりましたので通知します。

（ 公 印 省 略 ）

目標設定型排出量取引制度に係る目標削減率の緩和について

事 業 所 番 号
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様式２－２

埼玉県環境部温暖化対策課長

日本産業規格Ａ列４番

温 対 第 号

年 月 日

（ 公 印 省 略 ）

目標設定型排出量取引制度に係る目標削減率の緩和について

　　　年　　月　　日付けで提出された事業所全体のエネルギー使用量に占める電気使用割
合が20％未満である事業所に対する目標削減率の緩和措置に係る確認書を審査した結果、要
件を満たしていないことが判明したため、下記事業所の第４削減計画期間の目標削減率の緩
和措置を取り消しましたので、通知します。

事 業 所 の 名 称

事 業 所 の 所 在 地

事 業 所 番 号


